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研究 4 では，喫煙しながらも禁煙に関心がある精神障害者 42 名を対象に本プログ
ラムを実施し，その介入前後における心理的変化を，比較対照試験によって検討し
た．なお，対照群には，喫煙の害を知るために一般的に実施される呼気一酸化炭素濃
度測定し，その数値結果のみを伝えた．その結果，本プログラムによって，介入群は
対照群と比較し，ニコチン依存の認知的症状が改善し禁煙への自信も強くなった．一
方，禁煙に向けた行動は介入群・対照群ともに変化がなかった．この結果から，一般
的に実施される呼気一酸化炭素濃度測定と比較し，本プログラムは禁煙の動機づけに
必要な自己効力感・結果期待感の高まりが精神障害者においても生じることが確認で
きた． 
以上により総合考察では以下を述べた．精神障害者の喫煙を促進する要因とし
て，精神保健医療福祉関係者と精神障害者自身の「精神障害者にとって喫煙の動機付
けは難しい」といった認識があり，その認識が喫煙容認態度や禁煙しなくても良い住
環境になっている現状がある．それに打ち勝つ禁煙を促進する因子は，精神障害者が
正しい健康情報を得ること，ストレス対処行動を学ぶこと，喫煙の害を自覚するこ
と，将来の自己イメージを描くこと，禁煙可能感が高揚すること，承認欲求を抱くこ
とである．精神科領域で行われている一般的な動機づけは，発言の矛盾に気づくよう
に導く方法がとられ，アルコール依存症の動機付けでは，害を自覚する底打ち体験や
否認を打破することが行われる．しかし，本研究より，精神障害者の動機づけの場
合，自己効力感・結果期待感を高めることが重要であるといえる．介入研究の結果，
従来よく実施される呼気一酸化炭素濃度測定は，当初の仮説通り喫煙の害を自覚する
ことにしかならず，禁煙への動機づけには変化はなかった．さらに喫煙の害を自覚す
るための呼気一酸化炭素濃度測定に加え，将来の自己イメージを描くために，禁煙で
きたことを自慢する場面や禁煙を応援する場面のロールプレイとそのポジティブフィ
ードバックを受けるなどを介入群に実施した結果，ニコチン依存の認知的症状が改善
し，禁煙への自信も強くなった．これは自己効力感・結果期待感が高まったためと推
察する． 
本論文の意義は「精神障害者も喫煙の動機付けはできる」ということを明らかにした
ことである。これは精神医療保健福祉関係者の意識改革を促し得るもので、本プログラ
ムを用いた支援方法を関係者に普及、発展させることで精神障害者の健康支援に寄与で
きると考える。 
 
審査の結果の要旨 
 
わが国の精神障害者の治療は諸外国に後れを取りながら入院から地域に移り、グルー
プホームをはじめとしたさまざまな支援を受けながら自分らしく地域の中で生活してい
くというリカバリーの考えが広がりつつある。精神障害者への自立支援サービスも整い
はじめているが、リカバリーの障害になるのが禁煙の問題である。精神障害者の喫煙率
は一般よりも明らかに高く、心疾患、肺癌などの身体的問題も起こしやすいことである
が、さらに困ることは住居、仕事の確保の難しさである。多くのグループホームは喫煙
にかなりきびしく、神経質になっている。また多くの職場は仕事中の喫煙を禁じてお
り、長時間の禁煙が難しいと就労の道も狭まれる。精神障害者の禁煙への試みはこれま
でもいろいろと行われており、禁煙外来も存在はするものの軌道に乗らないのが現状で
ある。 
本研究は、精神障害者の禁煙を阻んでいるのは、禁煙に向けた動機づけの方法が確立
していないことであるとし、そのプログラムの開発を試みたものである。 
研究の流れとしては、まず、グループホームの禁煙の実態を調査し、完全禁煙に踏み
切ったところが少ないことを確認している。次に、精神障害者の禁煙を困難にする要因
を検討し、「タバコはストレス解消になる」などの誤った認知を問題とした。次に取り組
んだことは、禁煙に成功し、継続できている人を対象に禁煙に成功するまでのプロセス
を調査し、禁煙を促進する要因４点を見出した。 
これまでの研究で得られた知見をもとに「禁煙モチベーションアッププログラム」を
作成し、さらにプログラムを用いて対照群を設けた介入研究を実施した。その結果、対
照群に比べて実施群の禁煙動機付けへの効果が認められた。 
 
今も昔も変わらず精神障害者の喫煙率は高く、タバコの値が高くなって生活費を圧迫
する状況でもなかなか禁煙できないということは、精神障害者の行動特性のひとつの
「変化することへの困難性」と関係すると考えられる。そのことを本研究では、認知の
問題としてあげている。つまりタバコはストレス解消になる、タバコはコミュニケーシ
ョンツールになるといった固定観念を変えることができないのである。一般人でも禁煙
には相当苦労するが、ましてや精神障害者にとってはたいへんなことである。さらに、
本論文でも強調されている環境因子の問題がある。看護師をはじめとする医療従事者の
喫煙率は高く、喫煙が容認されやすいことが非常に問題である。また、医療従事者が精
神障害者にとって喫煙は自己をいやすことにつながるし、それを禁じるとストレスが高
まり、精神症状が悪化するという考えをもっていることも見過ごせない要因である。本
研究で明らかになった「禁煙モチベーションアッププログラム」で禁煙への動機づけが
可能という結果は、精神科スタッフの考えを変えることを容易にするであろう。 
プログラムの内容をみると、認知障害が顕著な精神障害者が取り組みやすい方法を選
ぶなど工夫が施されており、さらにデイケア、就労支援、グループホームのスタッフが
少しトレーニングを受ければ実施できる簡便なものであることも評価できる。プログラ
ムを用いた介入研究の結果、禁煙開始の自信が高まり、禁煙への意欲の高揚が認められ
るなどその有用性を明らかになっているが、まだ、事例が少ないなど課題はあるが、動
機づけの介入とタイミングよく適切な介入が行われれば禁煙も不可能ではなくなり、多
くの精神障害者がその恩恵にあずかることが期待できる。 
公聴会には１３名が参加し、活発な質問、コメントがたくさん出された。①精神障害
者特有の禁煙促進因子は何か。②この研究で最も意義あることは何か。申請者はこれら
に対して的確に答えていた。さらに、精神障害者に禁煙を期待しないスタッフの姿勢が
最も禁煙を妨げる要因ではないかとのコメントもあった。 
以上のことから、本研究は精神障害者が地域で安心して自分らしく生活していける
“リカバリー”を支援する研究として審査員全員一致で評価し、学位に値すると判断さ
れた。 
